
茨城県北地域おこし協力隊設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 人口減少や高齢化等の進行が著しい茨城県北地域（日立市、常陸太田市、高萩市、北茨城市、常

陸大宮市及び大子町。以下「県北地域」という。）において、地域外の人材を積極的に誘致し、その定住

及び定着を図り、もって地域力の維持及び強化に資するため、地域おこし協力隊推進要綱（平成２１年

３月３１日付総行応第３８号総務事務次官通知。以下「総務省推進要綱」という。）に基づき、茨城県北

地域おこし協力隊（以下「地域おこし協力隊」という。）を設置する。 

 

 （地域協力活動） 

第２条 地域おこし協力隊は、地域力の維持及び強化に資する次の各号に揚げる活動（以下「地域協力活

動」という。）を行う。 

 (1)  持続可能な起業に関する活動 

 (2) 地域振興に関する活動 

 (3) 移住及び定住の促進に関する活動 

 (4) 住民の生活支援に関する活動 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、地域力の維持及び強化に資するために必要な活動 

 

 （隊員の委嘱） 

第３条 地域おこし協力隊の隊員（以下「隊員」という。）は、次の各号の要件をすべて満たす者のうちか

ら、別途定める選考要領に基づく手続きを経て知事が委嘱する。 

(1) 総務省推進要綱で定める隊員に該当する者 

(2) 地域の活性化に意欲があり、活動終了後も県北地域に定住する意思がある者 

(3) 心身ともに健康で、誠実に地域協力活動に従事できる者 

(4) その他知事が必要と認める要件を具備する者 

２ 前項の規定により委嘱された隊員は、速やかに住民票を県北地域に異動させるものとする。 

 

 （隊員の委嘱期間） 

第４条 隊員の委嘱期間は委嘱の日から当該委嘱の日の属する年度の末日までとする。ただし、茨城県北

地域おこし協力隊【起業・複業型】（KENPOKU PROJECT E）の延長に係る審査会運営要項第５条第３項に

係る隊員については、この限りではない。 

２ 委嘱期間は、所定の審査を経た上で延長することができる。なお、延長することができる期間は最初

の委嘱開始の日から通算して３年までとする。 

 

 （委嘱の取消し） 

第５条 知事は、隊員が次の各号のいずれかに該当する場合は、委嘱を取り消すことができる。 

(1) 法令若しくは隊員の義務に違反し、又は活動を怠ったとき 

(2) 心身の故障のため、活動遂行に支障があり、又はこれに堪えないとき 

(3) 本人から委嘱の取消しの申出があったとき 

(4) 前各号に掲げるもののほか、隊員として不適当と認める行為があったとき 

 

 （隊員の身分及び報償） 

第６条 隊員は知事の委嘱を受け、地域協力活動の対価として報償費の支給を受けるものとする。なお、

県との雇用契約は存在しないものとする。 

２ 隊員の報償の額は別途定める。 

  

 （秘密の保持） 

第７条 隊員は、活動上知り得た秘密を漏らしてはならない。隊員を退いた後も、同様とする。 



 

 

 （委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。 

 

   付 則 

 この要綱は、平成 26年４月 30日から施行する。 

 

   付 則 

 この要綱は、平成 30年４月２日から施行する。 

 

   付 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

   付 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

付 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

付 則 

この要綱は、令和４年 12 月１日から施行する。 

 

付 則 

この要綱は、令和５年 12 月１日から施行する。 

 


